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青少年インターネット環境整備法の在り方等に関する検討ワーキンググループ 

第４回会合 

 

日時：令和８年４月30日（木）14時00分～ 

場 所 ： こ ど も 家 庭 庁 成 育 局 第 一 会 議 室 

 

 議題１ 総務省におけるワーキンググループの御報告 

 議題２ 工程表の進捗状況（経済産業省等） 

 議題３ ヒアリング 

 議題３ 次回の検討事項 

 議題４ その他 

 

出席者 

【委員】曽我部座長、上沼座長代理、岸原委員、櫻井委員、竹内委員、柳元委員、 

山本委員 

【参考人】仙台大学 齋藤長行氏 

【こども家庭庁・事務局】中村局長、竹林審議官、西川課長、髙岩課長 

【オブザーバー】内閣府、公正取引委員会、警察庁、個人情報保護委員会事務局、消費

者庁、デジタル庁、総務省、法務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省、一般

社団法人ソーシャルメディア利用環境整備機構、一般社団法人テレコムサービス協

会、一般社団法人電気通信事業者協会、一般社団法人電子情報技術産業協会 
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青少年インターネット環境整備法の在り方等に関する検討ワーキンググループ（第４回）

会合 

 

○曽我部座長 本日もお忙しい中、お集まりいただきまして、ありがとうございます。よ

ろしくお願いいたします。 

 本日の議題ですけれども、５点ありまして、 

１点目「総務省におけるワーキンググループの御報告」 

 ２点目「工程表の進捗状況（経済産業省等）」 

 ３点目「ヒアリング」 

 ４点目「次回の検討事項」 

 ５点目「その他」となっております。 

 各議題における議論におきまして、御質問いただけなかった事項や追加の御発言がもし

あるようでしたら、本日より１週間以内を目途に、書面で事務局に提出するようお願いい

たします。 

 議事の進め方につきまして、初めに、議題１につき総務省より御説明いただき、続きま

して、議題２について経済産業省より御説明いただきます。その後、事務局から２つの議

題に係る検討課題を御説明いただきますので、それを基に議題１及び議題２に係る意見交

換を行うという形でお願いいたします。その後、議題３としまして、本日、齋藤先生にお

越しいただいていますので、御発表をいただきます。 

 ということで、まずは総務省より御説明いただきます。よろしくお願いいたします。 

○総務省 総務省でございます。 

 昨年８月にこども家庭庁の検討会においてお取りまとめいただきました「課題と論点の

整理」において総務省が主担当となっております項目について、検討状況を報告させてい

ただきます。 

 資料をおめくりいただきまして、１ページ目から３ページ目までは「課題と論点の整理」

に基づく工程表を記載しております。総務省が検討すべき事項となっておりますのは、ま

ず１ページ目、携帯電話事業者に対して、青少年確認義務について、厳格な履行を求める

ことについてどう考えるかといった点ですとか、２ページ目、リスクの多様化への対応、

民間企業等による自主的な取組に係る論点として、１つ目が、閲覧防止技術等の技術的保

護手段の開発・実装を促す手段をどう考えるか。２つ目に、民間において青少年の年齢と

発達段階に応じた適切な機能が提供される仕組みについてどう考えるか。３つ目として、

プラットフォーム事業者において講じられている青少年保護に関するサービス提供上の工

夫といった自主的な取組をどう広げるのか、提供されるサービスの性質に応じた対応のさ

らなる促進を図るための方策をどう考えるのかといった点。３ページ目、特定の年齢層に

限定したフィルタリングや広告表示抑制機能アプリはどのようなものがあるのか、ネット
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上の媒体が自ら広告掲載基準を定めるなど、媒体側での取組をどう考えていくべきか。最

後、④のコンダクト／コンタクト・リスクへの対応について、発信に係るリスクに対して

もプラットフォーム事業者やOS事業者等の取組を促すことについてどう考えるか、といっ

たような論点が総務省の担当となっておりました。 

 これにつきましては、４ページ目、総務省においても有識者による検討の場を昨年９月

に設置いたしました。設置以降、11月、12月、２月、４月と計４回議論を重ねておりまし

て、事業者の取組内容の整理ですとか、諸外国の関連規定に関する動向等を踏まえて議論

を進めてまいりました。 

 次の５ページをお願いいたします。議論に当たっては、青少年のインターネットの利用

形態とリスク・技術的な保護策は、どういうものが考えられ得るかという整理をまず行っ

ております。スマートフォンにおけるインターネットの利用形態は、大きくウェブの閲覧

とアプリの利用で区別できるとしております。ウェブもアプリで閲覧するものではありま

すが、いわゆる環境整備法が今まで想定しておりましたような閲覧はウェブの閲覧として

まとめておりまして、新たに発生しているリスクについては、アプリをダウンロードして

利用される形態が多かろうということで、大きく２つに分けております。 

 また、ウェブを閲覧することについては、キャリアフィルタリング等で現行カバーして

いると考えておりますが、アプリをダウンロードして利用する、例えばSNSですとか、その

他ゲームですとか、様々なアプリについては、既存のキャリアフィルタリングでは制御が

難しく、現在問題となっている新たなリスクに対する保護策を考えるべきではないかとい

う視点で議論を進めてまいりました。 

 ６ページ、７ページは、具体的にプラットフォーム事業者がどのような青少年保護の取

組を行っているかという点につきまして、各社ホームページ情報ですとか、聞き取りを踏

まえて総務省で整理した資料となります。個別の詳細説明は割愛させていただきますが、

それぞれ代表的な５つのサービスについて、サービスの概要ですとか、青少年が使用する

際のリスクと思われる点に対して、どのような保護機能・措置を取っているかというもの

を一覧表にしております。例えば、グレーで取消し線が引いてあるものは、機能として備

えられていないもので、青字で記載しているものは、カスタム設定によって機能強化を図

ることが可能であるものとして整理いたしました。 

 また、８ページ目に年齢確認方法についても整理をしております。主なプラットフォー

ム事業者は全て、利用規約上に対象年齢を設定しております。いずれも13歳、12歳を基準

としておりますが、それについてどのように年齢確認を行っているかを整理いたしました

が、大半は自己申告で生年月日を入力する方法が取られているところでございます。また、

利用し始めた後に対象年齢未満であることが疑わしい場合の対応も準備されておりまして、

例えばInstagramなどのところに記載しておりますが、AIを活用した検知システムですと

か、利用者、他者からの通報、報告みたいなものもございます。年齢確認方法は、各種保
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護の前提となるものと考えておりますので、こちらの確認方法、現状について機能を整理

したところでございます。 

 また、10ページでございますが、広告の閲覧制限についても事業者の対応をまとめてお

ります。各媒体それぞれ、広告掲載基準を定めておりまして、また、特に青少年に係る規

定も設定しております。例えば、広告のパーソナライズの無効ですとか、未成年に対して

は成人向けコンテンツや薬物といったようなものの配信の制限を行うという規定がござい

ます。 

 それに対してどのような技術的な保護が、環境整備法上の義務も含めて行われているか

というのは、９ページになります。赤で囲っております環境整備法の「青少年有害情報フ

ィルタリングサービス」として求められる機能が、ウェブフィルタリングとアプリフィル

タリングになりますが、あんしんフィルター、あんしんコントロールという名前で各携帯

電話事業者が提供しているサービスでカバーできる範囲は、図示のとおりとなっておりま

す。 

 一方で、OS事業者が提供している下の２段のスクリーンタイムやファミリーリンクとい

ったサービスによれば、利用時間の制限、発信の制限・見守り機能など、より付加的なサ

ービス機能もついているという実態もございました。 

 このような事業者の取組状況を踏まえまして、総務省の有識者会議においてどのような

議論がなされたかというのが11ページ目にございます。 

 まず冒頭、御説明申し上げましたとおり、「課題と論点の整理」において総務省が主担

当とされている事項を簡単にまとめますと、青少年保護に関するサービス提供上の工夫の

さらなる促進を図る方策ですとか、保護者や本人の同意を前提とした技術的手段とはどの

ようなものがあるか。また、プラットフォーム事業者やOS事業者の取組を促すことという

のは、どのように考えるべきかといった論点にまとめて議論をいただきました。 

 この際、共通認識というものができまして、それが２段目の箱の中にある４点となりま

す。こどもの安心・安全の確保を前提に、情報アクセスと利用制限のバランスが必要では

ないかという点。現行の環境整備法は、現在のメディア環境に対して限界が来ているので

はないか。３点目、こどもの利用は、事業者一方、保護者一方の責任ではなく、双方に責

任があるので、相互作用が大切ではないか。最後に４点目、技術的保護措置だけでカバー

できるものでもなく、リテラシーだけで対応できるものでもありませんので、双方を含め

た環境の整備が大事ではないかというのが構成員の共通認識としてございました。 

 それに対して、どのような議論の方向性になっているかというのが下の３つの箱になり

ます。まず、プラットフォームサービスの設計上の青少年保護措置に対しては、１点目、

サービスのリスクの評価と、当該リスクに対応する機能制限・保護措置、この保護措置に

は当然、使用適正年齢を含むと考えておりますが、こういったものですとか、必要なリテ

ラシーの公表を求め、それを再評価すべきではないかという御意見がございました。 
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 また、２点目、使用年齢についてですが、一律の使用年齢制限をかけることは望ましく

ないのではないかという御意見もございました。各事業者が利用規約上で設定する使用適

正年齢は保護措置の前提となるものでありますので、設定理由ですとか年齢の確認の手法

についても、当然リスク評価の一環として公表を求めるべきではないか。それに対して、

年齢確認は厳格化も検討すべきではないかという御意見がございました。 

 ３点目、プラットフォーム事業者が各保護措置を提供しておりますが、こういったもの

は初期設定、デフォルト設定とすることが適切ではないか。保護措置が存在していない場

合ですとか、初期設定とされておらず、オプションとなっている場合に対しては、改善を

促す枠組みが必要ではないかという御意見がございました。 

 次に、左下にフィルタリング機能の改善としておりますが、こちらについては、OS事業

者が提供しておりますペアレンタルコントロール機能を、現行、キャリアが提供しており

ますキャリアフィルタリングと同様の「技術的保護手段」として義務づけるべきではない

かという御意見もいただいております。 

 また、右下になりますが、ICTリテラシーの向上といたしまして、多種多様なサービス、

サービスごとに機能も異なりますので、求められるリテラシーも多様化しております。こ

のため、事業者の取組や技術的な保護措置の利用を保護者に対しても促していくことが重

要ではないかといった点ですとか、当然、大人のリテラシー向上も必要になるだろうとい

う御意見をいただいております。 

 この方向性につきましては、例えば、評価すべきリスク項目や、各主体にどのように実

効性の担保を行うのかといった点が、まだ継続検討項目として残っておりますが、「課題

と論点の整理」は幅広い論点が記載されておりますので、こども家庭庁の有識者会議、本

会議において議論を継続していく必要があると我々のワーキングでは議論を行いました。 

 次に、12ページ、13ページは、諸外国におけるサービスのリスク評価や推奨される年齢

確認手法について御説明をしております。 

 14ページには、年齢確認手法の例として、総務省において整理した資料を添付しており

ます。１段目、２段目はOS事業者が提供している機能でして、各OSのアカウントに関連づ

けられた年齢範囲の情報をアプリ事業者に提供できるという機能を各OSが提供しておりま

す。アップルについては、iOS26から対応しておりますので、現在、既に使用可能になって

おりますし、グーグルについては、現在では、ブラジルで提供が開始されていることは確

認が取れておりますが、今後、グローバルにも展開される予定と伺っております。そのほ

かの確認手法としては、例えばデジタル庁のマイナンバーカードのスマートフォン搭載機

能を活用する場合ですとか、現行、一部事業者において使用されておりますが、携帯電話

事業者の利用者年齢情報等、登録情報を有償で活用するといったことも想定されるかと考

えております。 

 最後に１点、ワーキングで検討してはおりませんが、「課題と論点の整理」に基づく工
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程表の中に１つ、調査を進めるという点がございました。15ページの④の２番に記載して

いる内容ですが、１対１の通信を発信者情報開示の対象とすることの是非を含め、調査研

究を進めることについてどう考えるかといった点につきましては、令和７年度中の調査事

業として実施いたしました。 

 諸外国の状況を16ページに整理しておりますが、米国、EU、イギリス、フランス、韓国、

オーストラリアを対象に調査いたしましたが、１対１通信の情報開示を明確に対象とした

制度を持つ国は、この調査対象国においては確認ができませんでした。いずれの国も、本

人の同意や明確な法的根拠を求めております。それについて、下表の２段目に記載してお

りますが、例えば米国の連邦民事訴訟規則ですとか、フランスの民事訴訟法に基づくもの

などの訴訟手続関連法において、認めている場合が多いという状況が分かっております。 

 また、民事訴訟上の証拠手続として可能としている場合であっても、青少年を対象とし

た開示事例はほぼ確認がとれませんでした。こういった取組について、米国においては児

童虐待防止団体等からプラットフォーム事業者の対応が消極的ではないか、もう少し規制

を強化すべきではないかといったような主張が出ていたり、一方で、英国では、そもそも

１対１通信自体を受信制限してはどうかといったような議論も出ていたという調査結果と

なっております。 

 以上、総務省の担当分の御報告となります。 

○曽我部座長 どうもありがとうございました。 

 そうしましたら、続けさせていただきまして、経済産業省から工程表の進捗状況につい

て御説明をいただきます。よろしくお願いします。 

○経済産業省 経済産業省でございます。 

 経済産業省主務の論点につきまして、工程表進捗状況を御説明させていただきます。 

 資料２になりますけれども、こちらの資料は一部企業情報などがある関係で構成員限り

になっているページがございますので、御了承いただければと思います。 

 １ページめくっていただきまして、２ページでございますけれども、経済産業省が主務

になっている論点は大きく２つでございます。１点目がリスクの多様化への対応について、

２点目がコンテンツ・リスクへの対応について。まず、１点目のリスクの多様化への対応

について御説明させていただきます。 

 次のページをお願いいたします。 

 論点としては、インターネットと接続する機能を有する様々な機器に関して、青少年の

保護のための仕組みなど実態を把握すべきということが挙げられていたところでございま

す。インターネット接続機器製造者、OS開発事業者、フィルタリングソフトウェアの開発

事業者のそれぞれにつきまして、昨年度、ヒアリング調査を行ってまいりました。これら

のヒアリング調査は、総務省と協力して実施してまいりましたが、スマホOS関連、Appleの

スクリーンタイム、グーグルのファミリーリンクにつきましては、先ほど御報告いただき
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ました総務省からの資料にもございましたので、それ以外の部分を中心に御報告させてい

ただきたいと思います。 

 次のページをお願いいたします。 

 まず、取組調査結果①として、パソコン向けOS最大手のマイクロソフトの取組状況でご

ざいます。マイクロソフトにつきましては、マイクロソフトアカウントを通じたペアレン

タルコントロールによって、PCのWindowsとゲーム機、Xboxにおけるインターネット利用を

横断的に保護する機能の提供を行っていることを確認したところでございます。 

 具体的な保護機能としては、Microsoft Family Safetyという形で、ウェブフィルタリン

グにおいては、ブラウザ、Edge、Bingにおけるセーフサーチ機能、また、利用時間や閲覧

内容を保護者の確認・制御可能な形となっております。また、アプリ制限では、アプリや

PCゲームのレイティングに基づく利用制限機能、また、アプリの利用時間の確認・制限、

課金制限が利用可能な形となっております。 

 また、その他の機能といたしまして、Xbox、ゲーム機において他ユーザーとのオンライ

ン交流の制限・監視、例えばオンラインマルチプレーの制限やチャット禁止といった措置

が取れるような保護機能が実装されている形になっております。 

 また、こちらのページ下段のところに、マイクロソフトが行っている普及啓発の取組に

ついても記載させていただいております。 

 次のページをお願いいたします。 

 取組調査結果②、ゲーム機大手の任天堂における取組状況であります。Nintendo Switch 

2、Nintendo Switchにおいて、プレイ時間、ゲーム内のチャット・ビデオ通話等のコミュ

ニケーション機能までゲームに特化して幅広く制御可能なペアレンタルコントロール機能

を提供していることを確認しております。具体的な保護機能としては、Nintendo みまもり 

Switchという形で提供がなされておりますけれども、アプリ制限としては、青少年向けの

ゲームレイティング、CERO等に基づき、遊べるゲームを制限可能となっている。また、ゲ

ーム時間制限や課金制限が可能となっている。フレンド機能の制限やチャット・ビデオ通

話の制限、画像交換の制限などオンライン機能の制限が可能な形となっております。 

 また、その他の機能として、不適切なチャット等に関する通報を受け付けており、規約

違反が認められた場合には、アカウント凍結等の対応を実施しているということでござい

ます。また、資料には普及啓発の取組についても記載させていただいております。 

 次のページをお願いいたします。 

 取組調査結果③、フィルタリングサービスの開発事業者としてアルプスシステムインテ

グレーションの事例を掲載させていただいております。通信キャリアと連携した家庭向け

のフィルタリングサービス提供に加え、学校、団体、GIGA端末等向けにもフィルタリング

サービスを提供しており、運用実態に応じてカスタマイズ可能な高度な管理機能の提供が

行われている形となっております。 
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 具体的な保護機能として、ウェブフィルタリングについては、様々なブラウザからウェ

ブフィルタリングをすることに対応しており、これまでのフィルタリングサービス開発で

蓄積された豊富なデータベースに基づくフィルタリングが行われております。また、アプ

リ制限としては、管理者による利用アプリの管理、例えば学校用途外のアプリ利用防止、

授業中など時間帯ごとの詳細な制御ができるような機能を提供している。また、特定ワー

ドによる検索や書き込みの規制やアラート機能も提供しております。また、その他の機能

として、管理者、学校等による一括導入、一元管理が可能であり、校外学習や持ち帰り学

習への対応、アクセスログ等をダッシュボードで確認し、個別の状況に合わせたきめ細か

な対応を可能という形での提供が行われていることを確認しております。 

 次のページ、ヒアリング結果のまとめでございます。 

 ただいま３点の事例で御紹介させていただきましたけれども、大手ゲーム機器メーカー

及び大手フィルタリング開発事業者には、同様にヒアリングを行った上で、同様の措置が

行われていることを確認しております。整備法に基づいて、フィルタリングやペアレンタ

ルコントロールといった保護機能の開発・実装が着実に進められていることを確認いたし

ました。 

 また、青少年保護の機能や自主的な取組として、従来のウェブ上のフィルタリングサー

ビスに加えて、アプリ利用に関する制限機能など、保護機能を拡張・高度化させたOSによ

るペアレンタルコントロール機能の開発実装が進んでおり、その重要性も確実に増大して

いることを確認しております。また、機器・OS事業者により、一般家庭向けの青少年保護

機能に関する普及啓発活動や、青少年のリテラシー向上に向けた活動等が積極的に実施さ

れていることも確認しております。 

 事業者からのコメントを一部紹介させていただきますと、まずは家庭内で、既に使える

フィルタリングなどの機能活用から考えていくことが重要であり、そのための保護機能に

関する啓発活動には積極的に協力したい。また、こどもの発達や周辺状況に応じて、イン

ターネット利用そのものを否定せず、あくまでリスクベースで対応することが重要という

ようなコメントがヒアリングの中で得られたところでございます。 

 これらを踏まえまして、引き続き、経済産業省としても、関係事業者が青少年インター

ネット環境整備法に基づき青少年保護のための適切な措置を講じているかどうか実態把握

に努めるとともに、フィルタリングやペアレンタルコントロール機能等の青少年保護機能

の普及啓発に協力していきたいと考えているところでございます。 

 以上、１点目でございます。 

○経済産業省 続いて、２点目のコンテンツ・リスクへの対応についてというところで、

アダルト広告等青少年に有害なおそれがあるものでございます。 

 ９ページ目に行っていただきまして、この工程表に基づきまして、広告業界、オンライ

ンゲーム業界の業界団体との意見交換と、苦情件数の多い広告事業者に対してヒアリング
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等を行ってまいりました。 

 10ページ目でございます。 

 まず、業界団体との意見交換ですけれども、広告審査に関わりますJAROの対応の方向性

といたしましては、個社に対する苦情の共有を行いまして、これで自主的な取組を促すと

いうことと、あとは広告主の業界団体に対しまして、自主規制の指針等を示すことを働き

かけるというものでございました。 

 この方針に基づきまして、オンラインゲームの業界団体でありますJOGAに対しまして、

自主規制ガイドラインの作成等を働きかけましたところ、スライドにありますとおり、一

番下の黄色の部分でございますけれども、不適切な広告に関する掲載というものを追加す

る改定がなされたところでございます。 

 広告業界だけではなく、広告主の業界におきましても、それぞれ不適切な広告に関する

指針などが整備されつつあるところでございまして、これによる広告出稿の見直しが進む

ことを期待しているところでございます。 

 次に11ページ目でございまして、JAROから共有された苦情情報を基に、経済産業省で調

査を行いまして、苦情件数上位となる企業４社、それぞれ突き止めまして、情報収集、ヒ

アリングを行ったところでございます。 

 具体的には、ウェブ広告出稿に関する方針ですとか、広告主として性的表現等を含む広

告一般に対する最近の議論の受け止めについて聴取をしたところでございます。こういっ

たヒアリングの中で、大手企業からは、JAROからの苦情の情報提供等を受けまして、社内

ですとか運用会社に対して、成人向け広告の配信先の見直し等の指示を行ったというよう

な対応も聞かれたところでございます。 

 なお、JAROによる令和７年度の苦情受付件数ですけれども、２月末に暫定版が公表され

てございまして、「性的」と指摘を受けた苦情の件数は、昨年７月をピークに減少傾向に

あるところでございます。引き続き、粘り強くヒアリングや事業者への関与を行いまして、

自主的取組を促す対策を検討してまいりたいと思ってございます。 

 以上です。 

○曽我部座長 どうもありがとうございます。 

 続きまして、事務局より検討課題についての説明をいただきます。お願いします。 

○事務局 事務局でございます。 

 まず、２ページを御覧ください。本日、第４回の検討課題は「フィルタリングのあり方」、

それから「事業者間の役割リバランス」でございます。「事業者間の役割リバランス」に

つきましては、次回、第５回でも取り上げる予定でございます。 

 ４ページでございますけれども、こちらが「課題と論点の整理」における本日の検討事

項でございます。フィルタリングの機能を求めるには現行法の枠組みで十分かということ

と、あと、「事業者間の役割リバランス」が必要であることについてどう考えるかという



この資料に関する詳細は、こども家庭庁ホームページ「青少年インターネット環境の整備等に関
する検討会等」ページ（https://www.cfa.go.jp/councils/internet-kaigi/）からご覧いただけます。 
 

10 

 

ことが書かれております。 

 ５ページが本日の検討事項でございますけれども、１点目が「フィルタリングのあり方」

ということでございます。黄色いところですけれども、フィルタリングの定義がある一方

で、発信リスク等の新たなリスクに対応するため、OS事業者が提供するペアレンタルコン

トロール機能を法律上位置づけることについて、どう考えるかということが１点目でござ

います。 

 ２点目が「事業者間の役割リバランス」ということでございまして、13条から20条に定

められている事業者に係る規定について、こどもを取り巻くリスクの対応を踏まえて、そ

の在り方をどう考えるかということでございます。 

 米印で21条から23条の「特定サーバー管理者」、こちらにはSNS事業者も含まれますけれ

ども、こちらに係る検討については、第５回で扱う予定としているところでございます。 

 ６ページ以降は参考でございますけれども、まず、法律の13条から16条までのフィルタ

リングに係る部分でございます。 

 それから、飛んでいただきまして８ページですけれども、こちらはペアレンタルコント

ロール機能についてということでございます。これは令和５年に閣議決定されたこども大

綱に規定してございまして、そこでは技術的手段と非技術的手段に分かれて、食事中や歩

行中は使わないという家庭内のルールと、それから技術的なものに分かれるということで

ございます。 

 10ページ、11ページは、iOSとAndroidのペアレンタルコントロールの内容でございます。 

 12ページは、総務省様から御説明がありましたけれども、技術的保護手段の現状という

ことで、赤枠が現行の整備法で求められている機能でございます。 

 こちらは参考資料の御説明でございまして、13ページ目から、まず検討課題①の「フィ

ルタリングのあり方」について記載をさせていただいております。 

 １点目でございますけれども、総務省の青少年保護ワーキンググループの議論を踏まえ、

フィルタリング機能に加えて、ペアレンタルコントロール機能のうちの技術的保護手段に

ついて、法的な位置づけを議論すべきではないかということでございます。 

 具体的にはというところでは、様々な機能のうちどこまでを技術的保護手段として含め

るべきかということと、こういった機能の拡充がどんどん行われる中で、法的な位置づけ

とか定義はどうするべきかということでございます。 

 さらに、矢印のところでございますけれども、こちらは現行の各事業者への義務等と実

態を踏まえますと、現行のフィルタリングの定義を変更すべきか。例えばフィルタリング

を技術的保護手段と改めまして、フィルタリングも含めた他の機能を列記するのか、それ

とも、現行のフィルタリングの定義で読めない技術的保護手段について別途定義すべきか

ということも追加的に記載させていただいております。 

 ２点目は、第５条、13条から20条に規定されている部分でございますけれども、こちら
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ではフィルタリング周りのいろいろな義務が記載されておりますが、フィルタリングの定

義の変更に伴いまして、その範囲も拡大し得ることについてどう考えるかということでご

ざいまして、具体的には次のページに記載させていただいております。 

 14ページは、現行の制度概要でございます。 

 ちょっと分かりにくいかと思いますので、17ページを見ていただきますと、現行の13条

から20条までに規定されております各プレーヤーの例を記載させていただいております。

13条から16条が携帯電話事業者、17条がISP、18条は先ほど御説明いただきましたインター

ネット接続機器製造事業者、19条がOS開発事業者、20条がフィルタリングソフトウェア開

発事業者、21条は特定サーバー管理者ですけれども、こういったプレーヤーになっており

ます。なお、インターネット環境整備法は共管法律でございますけれども、13条から17条

は総務省の所管条文でございまして、18条から20条が経済産業省の所管条文ということで

ございます。 

 15ページを見ていただきますと、こちらに検討事項を記載しております。こちらのフィ

ルタリングの定義の変更等に伴い、先ほどの１点目の変更した場合ということでございま

すけれども、第５条、13条から20条までに規定されている事業者の責務の範囲が拡大し得

るわけなのですが、こういったものについて、事業者の類型に応じて、新たに法律に位置

づけられるペアレンタルコントロール機能について、どの機能の提供・管理をどの事業者

の責務等とすべきか、そこを整理する必要があるのではないかということでございます。

いずれにつきましても、リスクが多様化している中で、こどもの保護という観点でどうあ

るべきかということで議論をしていくのかなと考えているところでございます。 

 第５条は、関係事業者の責務ということでございますが、ここは閲覧機会の最小化とリ

テラシー向上のための措置を講ずる責務ですけれども、多様なリスクへの対応を前提とし

た見直しが必要ではないかということを書かせていただいております。 

 14条から16条までは、フィルタリング提供義務の範囲を、ペアレンタルコントロール機

能の一定のものまで拡大した場合の影響をどう考えるかということでございます。例えば

14条ですと、説明内容が増えた場合の現場での運用でございますとか、15条、16条では、

一部、先ほどもありましたけれども、ペアレンタルコントロール機能が提供されているこ

とを踏まえ、どこを整理していったらよいかということです。 

 17条以降も同様でございますけれども、これらにつきましても、どの事業の提供範囲を

責務とすべきか整理する必要があるのではないかということでございます。ここまでが「フ

ィルタリングのあり方」についてでございます。 

 続きまして、16ページは「事業者の役割リバランス」ということで、現行法では、これ

まで縷々出てきておりますけれども、フィルタリングによってコンテンツ・リスクに対応

ができている状況でございますが、リスクの多様化を踏まえて、こどもを保護するという

観点から、事業者にどう対応していただくのが適当かということで御議論いただければと



この資料に関する詳細は、こども家庭庁ホームページ「青少年インターネット環境の整備等に関
する検討会等」ページ（https://www.cfa.go.jp/councils/internet-kaigi/）からご覧いただけます。 
 

12 

 

思っております。この法律に出てきている事業者につきましては、先ほどと同様でござい

まして、13条から23条までに規定されている事業者ということになります。 

 まず、各条文について簡単に御説明させていただきますと、13条から16条まで、先ほど

のキャリアの関係でございますけれども、コンテンツ・リスクへの対応ということで、引

き続き必要であろうということなのですが、先ほどの論点との関係で、ペアレンタルコン

トロール機能をどこまで含めるかということは検討が必要かと思っています。フィルタリ

ング等という形で資料には書かせていただいております。 

 なお、16条につきましては、ただし書きについて削除することについてどう考えるかと

いうことを記載しております。こちらは青少年が販売店において、保護者が要らないと言

った場合は有効化措置が不要という規定なのですけれども、この規定を削除することにつ

いてどう考えるかということでございます。 

 17条も、基本的に16条と同様のものでございます。 

 18条も、先ほどのペアレンタルコントロールの関係で、ペアレンタルコントロール機能

をどこまで含めるかといったものが検討課題ということでございます。 

 19条は、先ほどの総務省さんの御発表にもございましたけれども、OS事業者が提供して

いるペアレンタルコントロール機能について、書き方は違いますけれども、その定義を法

律に位置づけることについてどう考えるかということでございます。 

 20条につきましても、引き続き必要かとは考えておりますが、追加で記載しております

のは、フィルタリングの中身について透明性を求める必要があるのではないかということ

でございます。 

 事務局からは以上でございます。 

○曽我部座長 どうもありがとうございました。 

 そうしましたら、議題１及び２についての意見交換をいたしたいと思います。御意見、

御質問がある方はお願いできればと思いますが、その前に私から１点、経済産業省にお願

いがありまして、資料の４ページ、５ページ、６ページが構成員限りとなっておるのです

が、拝見したところ、割と公表されているような内容が多い印象もあります。こういった

事柄は、この資料はホームページで公開されると思いますし、このテーマは国民の皆様の

関心も高いと思いますので、改めて精査していただいて、本当に構成員限りにする必要が

あるものに限って、このようにしていただくようにお願いできればと思います。また、既

にホームページに載せてあるのであれば、差し替えを御検討いただければと思いますので、

よろしくお願いいたします。 

 ということで、御意見、御質問をお願いいたします。 

○経済産業省 今、座長から御意見いただきました件につきましては、ワーキングでも御

意見いただいたということで、それぞれの企業に改めて確認をさせていただきたいと思い

ます。 
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○曽我部座長 よろしくお願いします。 

 では、いかがでしょうか。 

○上沼委員 ありがとうございました。 

 経済産業省さんに質問なのですけれども、今、ちょうどお話しいただいた４ページ、５

ページ辺りですが、アプリのレイティングに基づく利用制限機能です。最近この話ばかり

していて、また言っている、という感じですが、IARCというInternational Age Rating 

Coalitionに基づくレイティングは、最近、日本でもよくみかけるようになりました。実際

にこの間、ウィンドウズのアプリを落としたらIARCのレイティングでしたし、（自分はい

まだにゲームをしているのですが、）Switchのダウンロード販売のアプリを落としたらIARC

のレイティングでした。つまり、日本でも普通にIARCのレイティングのものが出回ってい

るのですが、IARCは日本の加盟団体がないので、レイティングの基準が日本基準になって

おりません。ここまで広く使われているのであれば、そこを何とかしたいということです。 

 ちなみに、私はIARCの事務局に、某一般社団法人の理事として、うちで検討したいのだ

けれども情報をくれないかというメールを出したのですけれども、IARCからは、加盟団体

は定評のあるレイティング団体でなくてはいけない、日本にはもうゲームのレイティング

機関があるじゃないかという回答が返ってきてしまいました。ただ、大分前から、そちら

の団体とお話をしていますが、いまだに加入されません。10年ぐらいその話をしていて動

かない状況なので、さすがにこれだけいろいろ使われているのだったら、何とかしたいと

思いまして、そこを御検討いただければなと思います。質問というよりコメントになって

しまいます。 

○曽我部座長 お願いします。 

○経済産業省 経済産業省でございます。ありがとうございます。 

 IARCについての御意見をいただきましたけれども、確かにIARCには、日本の代表的なレ

イティング機関としてはCEROがあるわけですけれども、CEROが加盟していない状況だとい

うことで認識しております。今、ワーキングで御意見を承ったという形で、改めてCEROに

もその御意見の部分について、経済産業省から聞いてみたいと思います。 

○上沼委員 ありがとうございます。 

 ほかが入れるようだったら、また別なのですけれども、先方が、日本のゲームレイティ

ング機関を念頭に置いている答えが返ってきてしまったので、ぜひ御検討いただければと

思います。 

○曽我部座長 重要な御指摘をありがとうございます。 

 そのほかいかがでしょうか。 

 岸原委員。 

○岸原委員 まず、総務省さんへコメントと依頼というか、追加でチェックしたほうがい

いのではないかというところで話をさせてもらえればと思います。 
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 フィルタリング機能の改善という11ページのところで、OS事業者が提供するペアレンタ

ルコントロール機能を技術的保護手段と義務づけるべきではないかというところに関して

は大賛成です。もともとEMAのときからキャリアさんとやり取りをして、本当に技術的には

無理を重ねて今までやってきておりまして、基本的にはアプリをブラウザアプリで機能さ

せるときに、ほかのアプリを制限できないようにアイソレーションされている構造の中で、

フィルタリングアプリを設定している。これは毎年、Androidとかがバージョンアップする

たびにキャリアさんのほうから申出をして、実現できるかどうかというすれすれの、これ

は十何年前の話なので、今は変わっているかもしれないのですが、そのような状況です。 

 やはりOS機能で設定すると、アプリ上のウェブの機能とか、キャリアさんの提供する以

上の対応範囲が機能すると理解していますので、もうそろそろ、OSの機能で対応するとい

うふうに変えたほうがいいのではないかというところは賛成です。 

 ただ、OS事業者が今、例えばウェブフィルタリングに関しては、どのように制限をかけ

ているかという、これは多分ブラックボックスになっていて、全然分からないのですね。

これに関しては、以前、EMAのほうは、キャリアさんがやるものに関しては、どのカテゴリ

ーを制限かけるかというのに意見を出して、それによって改善を進めてくるというのを過

去やっていました。そういった意味で、OS事業者のペアレンタルコントロールに移行した

ときには、今今に関しては、キャリアさんが日本のウェブサイトに合わせてフィルタリン

グ会社につくらせて、結構アジャストしているというよさがあります。これと同じレベル

のものがOS事業者で機能していればいいのですが、これがよく分からないので、最低限、

透明性確保をどういうふうにやっているかと、それについてのモニタリングみたいなもの

は必ず必要かと思っています。一方で、今あるリストを、OS事業者が制限をかけているの

にマージして設定するというのが一番簡単な日本向けにアジャストする方法かとも思いま

すので、ぜひそこは御検討いただければと思っています。 

 それと、経産省さんのところなのですが、先ほど上沼先生からあったIARCのアジャスト

というところが、基本的にはIARCのカテゴリーとか制限に関しては、ある程度標準化され

ているのですが、事業者が基本的には自己申告でレイティングを申請して、これが合って

いるかどうかを各国のレイティング機関が補正するという枠組みになっていて、日本では

レイティング機関が手を挙げていないので、今、私が知っている範囲では、ちょっと団体

名は忘れましたが、EUの団体が代わりにやっているという状態で、これはやはり望ましく

ないのではないかと思います。 

 もともとIARCのレイティングというのは、ゲーム業界のレイティング、ゲームレイティ

ングから発展しているので、多分、CEROさんが参加するのが一番最適かと思うのですが、

ゲーム業界でもいろいろ議論があったと聞いていますが、これだけ国際化というか、以前

は日本市場は日本市場ということで、これもよくある日本のいいところであり、悪いとこ

ろなのですが、日本にアジャストしているのですが、日本だけでしか機能しない。今はゲ
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ームも海外と日本のやり取りが進んできていますので、ゲーム会社としても、IARCに乗っ

たほうが個別の事業者に聞くとメリットがあると聞いていますので、以前、参加するかど

うか決めたというのは十数年前で、環境が大分変わっていると考えています。ですので、

現状のところでもう一回加盟を検討していただけないかと。一応、聞いている範囲では、

そんなにクリティカルな問題はないのではないかと思いますので、現状に合わせて検討し

ていただきたいというのが１点。 

 先ほどのアダルト広告の問題で、ゲーム業界とか電子書籍が一番大きな割合を占めて、

電子書籍業界は業界団体で一応これは規制しようということで機能して、ゲームのほうも

JOGAさんが頑張って、そこについてはガイドラインを改定したところなのですが、電子書

籍に関しては、今、日本で提供されているのは、ほぼほぼ日本の会社なのですけれども、

オンラインゲームに関しては、結構アダルト広告を出しているのは海外事業者ということ

で、なかなか日本の業界団体の自主規制でカバーできない。要するに日本企業がそれに合

わせてやっても、海外からの事業者にはそれが機能しないということもありますので、こ

れは根本的に広告の流れの中でそれを制限するというのも検討したらいいのではないかと

思います。 

 広告に関しては様々な事業者が介在しているので、制限するのは難しいと思いますが、

是非、広告業界には対応策を検討して欲しい。論点としては、違法ではないアダルト広告

への対応かと思います。違法なものは、もちろん出して制限をしているのですけれども、

違法ではないぎりぎりの線、やはり効果あるものを攻めてくるので、そうするとちょっと、

こどもに見せるにはこれはどうかなということなのですが、違法ではないとどうしても制

限できない。要するにアダルトではない、その線引きがすごく難しいということで広がっ

ているのだと理解しています。 

 そういった意味では、DSPという広告を出稿するほうのネットワークに、カテゴリーとし

て青少年向けのカテゴリーをつくっていただいて、それを配信するほうはSSPというネッ

トワークの事業者がいて、その先にメディアがいるのですが、様々なところで、メディア

の利用者の年齢が確認できる仕組みが提供さるようになってきています。DSPには青少年

向けの広告を提供していただく。青少年向けの広告であれば、ぎりぎりの線というのは多

分ないのですね。こども向けにそんなぎりぎりの広告を出すということは、これは明らか

に判断ができると思いますので、その上でSSPとか、要するに広告を配信する、あるいはメ

ディアのほうで把握した年齢に合わせて、こども向けにはこども向けのカテゴリーの広告

を出すということを検討していただきたい。非常に複雑なので、一概にすぐにできるとは

思わないのですが、ぜひ広告業界で検討してもらえればなと思っています。 

 以上でございます。 

○曽我部座長 経産省のほうで何かございますか。 

○経済産業省 アダルト広告に関しまして、ありがとうございます。おっしゃるとおりで
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ございまして、オンラインゲーム業界団体に属していないところがございまして、今回の

御説明の中でもヒアリングをしたところは、いずれもそのような団体に所属していないと

ころでございます。他方で、何とか連絡先もしくは日本の中での拠点をつかまえまして、

アプローチをしたというところでございます。 

 また、御指摘いただきました広告業界、広告代理業のほうでの対応というのも、引き続

きヒアリングをしてございますので、どのような対応ができるかということで議論を続け

たいと思ってございます。 

○曽我部座長 今の委員の前半のお話で、OSの機能を利用するのか、携帯キャリアを利用

するのかという話の中で、携帯キャリアのフィルタリングをマージするという言い方があ

ったのですけれども、そこはどういった御趣旨になるのでしょうか。すみません。もうち

ょっと御説明いただいてよろしいですか。 

○岸原委員 ちょっとここは想像が入るのですが、ウェブフィルタリングで、アップルに

関しては、ホワイトリストとブラックリストを提供しています。ホワイトリストとしての、

お勧めリスト、実はこれは日本向けには、上沼先生も協力していただいて、MCFがリストを

つくって、それをOSでアップルさんに採用していただいたという経緯になっています。一

方で、ブラックリストに関しては、多分、生成AIとかを利用して、肌色の裸に見えるよう

なものを排除するとかということで制限をかけているのではないか。これはグーグルもア

ップルも多分同じだと思うのです。ただ、成人コンテンツとしてこども向けではないブラ

ックリストをどういうカテゴリー、要するに性表現とか、アダルトや賭博とか、それをど

のリストを制限するかということで、ある程度分かるのですが、OS事業者が提供している

ブラックリストは、どのレベルで制限されているかというのが現段階では分からない。逆

にこれを、それこそ安心協さんとかが評価して、ここは制限すべきだとかいうことをやっ

て、モニタリングで補正していくというのも一つの方法だと思うのです。 

 一方で、今、グーグル、アップルが独自の基準で制限しているところに、通信事業者側

に日本向けにはこういうカテゴリーのサイトは制限したほうがいいというリストでやって

いますので、そのリストをグーグル、アップルに提供して、今、日本で制限されているも

のに関しては、制限するようにしてくださいと。これは現行、グーグル、アップルが制限

しているのにマージ、プラスアルファでそのリストを制限するということで、大きな部分

に関しては、今、キャリアさんが提供しているものとある程度レベルは合うのではないか

と思います。そうすると、これから、通信事業者が提供しているフィルタリングからOS事

業者のフィルタリングに変わりますよといったときに、保護者の方にもそれを変更しても

らわなければいけないと思うのですが、ある程度、今までのものと同等レベルのものが制

限されますという説明が可能になるのではないかなということです。 

○曽我部座長 なるほど。よく分かりました。ありがとうございます。 

 それでは、竹内委員、お願いします。 
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○竹内委員 お願いいたします。事情があって途中から入ったので、資料には目を通して

いるのですが、とんちんかんなことを言ったらお許しください。 

 総務省さん、経済産業省さん、とてもよくまとまっていて、方向性がよく分かりました。

２点、御指摘と御質問をしたいのですけれども、まずは今お二人がおっしゃったとおり、

前回のインターネット環境整備法の一番の目玉はフィルタリングでした。EMAをつくって

監視しようと。主にその頃は、高校生が違法有害サイトを見るので、まずそれを何とかし

ないといけないということが大きくあったのですけれども、先ほど、どちらの資料にもあ

ったのですが、フィルタリングが実際問題、今の時代に合っていないというのは私も同感

するところです。 

 当時は、違法有害情報から高校生を遮断することがまず一番喫緊の課題でした。それが

時代が進んで、こどもたちが自分で発信するようになったのでその発信情報の問題、また

使用時間が長時間になってきた、などいろいろな課題が出てきているので、今の時代に合

った「フィルタリング」が必要になってきました。もうフィルタリングでは対応しきれな

いかな、と思っています。「親子サポート」とか…、そんな感じです。 

 よく上沼先生がおっしゃいますが、フィルタリングというのはフィルターをかけること

で、時間制限とかは関係ない。ペアレンタルコントロールとか、デジタルウェルビーイン

グだとか、いろいろ言い方が変わってきていて、やはりこども支援のためにネットに何ら

かの制限をかけたりするという新しい言葉が必要になるのではないかなと感じております。

特に今は、使用時間とか、投稿内容とか、です。海外は16歳未満SNS禁止等で対応している

部分もあるのですけれども、新しい時代のスマホになってきたときに必要な制限、制御の

仕方が重要になると思います。 

 今もおっしゃったのですけれども、OS側の規制というのも大事だと思います。いろいろ

な会社のフィルタリング等のことについてお話を聞くと、Androidは中が見えるから対応

ができるけれども、iPhoneは中が分からないから制御できない…、という声をよく聞きま

す。Androidであっても、iPhoneであっても、どこであっても適応できるようなシステムづ

くりに、私たちは英知を結集する必要があると感じております。 

 これはこども家庭庁で調べるといろいろなことが分かってきましたのですが、フィルタ

リングは、NTTドコモとauのスマホはネットスター社のフィルタリング、ソフトバンクのス

マホはデジタルアーツ社のフィルタリング、楽天のスマホは自社対応、ですかね。それぞ

れの中身が全く違っていまして、あるところはブラックリストメイン、あるところはホワ

イトリストメイン、あるところは公表できないと言われました。私はとても驚きました。

私たちの国は、青少年インターネット環境整備法という法律の下、18歳未満が携帯電話を

持つ場合、すべてにフィルタリングをかけることが義務付けられました。保護者が同意し

た時に限りかけなくてもよいことになっています。国としてそういう方向にあるので、選

ぶ会社によってフィルタリングの形が違う。これはゆゆしき問題だと思います。その辺り
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についてもメスを入れなければいけないなというのは思っています。さらに、小さな携帯

電話会社の場合、フィルタリングが有料の場合もあることがわかりました。これも大きな

課題です。これが１個目です。 

 もう一つは、GIGA端末の問題です。今、小学校１年生から学校で情報端末を使っていま

す。学校の中のネット利用というのも大きな問題になってきています。今、GIGA端末につ

いては、各自治体（市町村）に任されていまして、各自治体がフィルタリングをかけるか

どうかからそれぞれで決めていきます。これも大きな問題で、国として情報端末を使って

いく方向でやっているのに、そこでのトラブル対応（フィルタリング）が自治体によって

違うのはおかしいです。ある自治体のGIGA端末は、学校でしかフィルタリングがかからず、

家へ持って帰ったらかからないそうです。また、そもそもフィルタリングを設定していな

い自治体まであるそうです。学校GIGA端末におけるネット利用は、こどもたちにとっての

非常に大きな問題である可能性があると思います。国はGIGA端末購入に、一律５万5000円

払いますが、５万5000円では到底フィルタリングまでなかなかカバーできないので、各自

治体に任されています。まずいと思います。ここで議論していく中に、学校の中でのこと

もちょっと議論を、これはどなたに言ったらいいか分かりませんけれども、そういう問題

意識を持っています。 

 例えば、学校にシールドを張ってとか、いろいろ私も思いますけれども、機内モードの

代わりに学校モードができたり、それを制御できたり、いろいろな考え方ができると思う

のですが、それは答えではないですけれども、その辺りについても十分議論しておかない

と、これからGIGA端末をつくったものがどんどん広がっていくと、日本のこどもたちがど

うなっていくかというのは非常に不安です。 

 海外は、学校にスマホ持ち込み禁止だとか、学校内のことについても割かし法律で規制

し出しているところはあるのですけれども、今、小中学校で校内持ち込み禁止、高校で使

用禁止という通知の形で文部科学省がやっているのですが、その辺りにも言及するような

視点が要るのではないかなと私は感じました。 

 以上２点、よろしくお願いします。 

○曽我部座長 ありがとうございます。 

 後半は文科省に対するご発言なのですが、オブザーバーで聞いておられると思うのです

けれども、今日は聞いておいていただいて、できたらしかるべきところで議論するという

形ですね。ありがとうございます。 

 山本先生、お願いします。 

○山本委員 オンラインで失礼いたします。 

 まず、各事業者でペアレンタルコントロールの取り組みを進められていると今、認識い

たしました。既に議論があったかもしれないのですが、実際にどれぐらいの親がペアレン

タルコントロールの機能を使っているのか、何か情報があれば教えていただきたいと思い
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ます。せっかくいろいろと充実した機能があっても、使われないということになるともっ

たいないところもあります。もし十分に使われていないとすると、どこにそのペインポイ

ントがあるのかということを教えていただきたいと思いました。 

 それから、プラットフォーム事業者等の年齢確認がどういうタイミングでなされるのか

をお聞きしたいと思います。通常、キャリアの年齢確認であれば、携帯を買うときにピン

ポイントというか、そこにピン留めされた形で年齢確認するということだと思うのですが、

先ほどの年齢確認モデルのようなものを入れた場合、例えば１か月に１回ぐらいそういっ

た確認が自動的に行われるといったような、常態的にモニタリングされる形になるか、そ

れとも例えば１年に１回とか、２年に１回という形になるのか。年齢確認が入るタイミン

グがどうなっているのかということについて、もし情報があれば伺いたいなと思いました。

これが質問の２点です。 

 全体としては、先ほどの総務省のおまとめについて、私も基本的には賛同しております。

やはりリスクが多様化している中で、有害な情報に対するフィルタリングだけでは足りな

くなってきていて、ソーシャルメディア等の依存の問題ですとか、それに基づくメンタル

ヘルスの問題、それから発信者リスク、発信することのリスクということもあったりする。

さらに、誹謗中傷や偽・誤情報、そこから生じる激しい分断状況をこどものときに見てし

まうと、民主主義に対する期待を失ってしまって、市民としての担い手になっていけない。

民主主義を諦めてしまうとか、他者との対話を諦めてしまうといったような問題も含めて、

様々なリスクが出てきているのではないかと。 

 そういう意味では、こうした多様なリスクをカバーしていくことが必要で、そのために

は総務省のまとめで出てきたリスク評価であるとか、あるいは先ほどから出ているペアレ

ンタルコントロールといったようなことが必要になってくるのかと思いました。 

 ただ、リスク評価については、これをしていただくとしても、どういうふうに行うのか。

リスク評価等をしっかり行っているのかを誰がどのように見ていくのかといった、リスク

評価のガバナンスの仕組みをどのように考えていくのかということが一つ論点になるのか

なと感じました。 

 それから、ペアレンタルコントロールについて、最初の質問とも関連しますけれども、

一定の限界はある。親御さんの考え方もあるでしょうし、常にこれがなされるということ

もないだろうという中で、先ほどの年齢確認ですとか、あるいは一定の保護措置をデフォ

ルト設定するといったようなことも検討の余地があるのかなと思います。フィルタリング

にとどまらないような総合的な取組を誰か一人の主体が過度な負担を負わないような形で

それぞれの役割分担を考えながら制度設計していくことが重要なのではないかと感じた次

第です。 

 以上です。 

○曽我部座長 どうもありがとうございました。 
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 後半は御意見ということで、前半に２点御質問があって、１点目のペアレンタルコント

ロールについては、多分、携帯電話に関しては、こども家庭庁が把握されていますね。 

○事務局 ペアレンタルコントロールの関係でございますけれども、こども家庭庁で毎年

やっておりますインターネット利用環境実態調査で、保護者の取組ということを聞いてい

る中で、青少年の保護者の85.8％が何らかの方法でこどものネット利用を管理していると

いう回答がございます。その中で、フィルタリングによってというものが、10歳以上のお

子さんの保護者の回答でございますけれども、49.2％でございます。先ほど出てきており

ますペアレンタルコントロールにつきまして、質問の仕方がちょっと分かれているのです

けれども、OS事業者提供サービスを含めて機器の設定で時間管理をしているというものが

20.8％、それから、OS事業者の提供サービスを利用してコンテンツ制限をしている、こち

らが恐らくフィルタリングに近いかと思いますが、そちらが18.9％という数字になってい

るところでございます。 

 以上でございます。 

○曽我部座長 ありがとうございます。 

 これは携帯電話が主に念頭にあるということで。 

○事務局 スマートフォンです。 

○曽我部座長 ２点目は年齢確認のタイミングということなのですけれども、総務省のほ

うから、もし可能であればお願いします。 

○総務省 こどもがスマートフォンを使う際の年齢確認のタイミングは、幾つかございま

す。まず、契約の時点でショップで携帯電話事業者が確認をする場合、これは環境整備法

に基づくフィルタリングサービスの提供・有効化措置の前提として行われるものでござい

ます。 

 それと前後する形になりますが、端末の初期設定をする際、OSのアカウントを作成する

際にも生年月日を入れるタイミングがあるかと思います。先ほど御説明いたしましたアッ

プルですとかグーグルが新しく提供しているサービスといったものは、このアカウント設

定の生年月日にひもづく形となります。 

 さらに、実際にプラットフォーム、SNS等のアプリを使用する際の年齢確認がございます。

アプリをダウンロードし使用を開始する際に年齢確認が行われますが、自己申告の生年月

日を入力するパターンが多いと承知しております。これについては、総務省の資料の８ペ

ージ、右から２列目に利用中としておりますが、使い始めてから、挙動が幼いというか、

中学校とか小学校のことを書いてあったりすることをもって13歳未満、利用推奨年齢未満

だということが疑われる場合は、アカウントの停止や削除、凍結といったような手法をプ

ラットフォーマーが独自で取ってはおります。 

○曽我部座長 ありがとうございます。 

 山本先生、よろしいですか。 
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○山本委員 ありがとうございます。最初のペアレンタルコントロールの実施状況につい

ても、大変貴重な情報を教えていただきまして、ありがとうございます。例えば時間制限

の機能を使っているのは20％ぐらいでしたか。これを十分に実施されていると見るのか、

あるいは、やはりまだまだだというふうに見るのかということは、今後、議論の対象にな

ってくるかと思いました。 

 それから、年齢について、やはり自己申告というのは、こどもも場合によってはうそを

つくことがあるとすると、プライバシー等の関係で様々な配慮が必要かもしれませんけれ

ども、利用中の年齢確認ということも必要になってくる。他方、アルゴリズムで年齢確認

推定をして、申告年齢との誤差を誤って検知して停止してしまう。このように年齢推定が

間違った場合をどうするのかということも他方であるのかなと感じた次第です。 

 以上です。ありがとうございます。 

○曽我部座長 ありがとうございます。今、御指摘いただいたようなところは、おっしゃ

るとおりかなと思います。 

 今の山本先生のコメント・御質問と若干関連するので、ここで私から１つ、経済産業省

にお伺いしたいのですけれども、今日の御報告の前半です。ゲーム機メーカー等にヒアリ

ングをされたということなのですけれども、３ページの工程表によりますと、今回のヒア

リングの趣旨は、要するに実態把握すべき内容を確認するためにヒアリングをされたと、

そういう位置づけだと理解しました。そして、７ページではヒアリング結果のまとめとい

うのがありまして、要は、保護機能もしっかり開発されているし、啓発も頑張ってやって

いる。いろいろ順調に進んでいるというような結果が示されていると思うのですけれども、

そこでさっきの山本委員のコメントと関わるのですが、保護者が実際にこのゲーム機の保

護機能をどれぐらい認知しているのかとか、あるいはどのぐらい使っているのかというこ

とについても、今後の実態把握の中でぜひ把握する必要があるのではないかと思います。

これは警察庁でもゲーム機を通じた被害について啓発をされているというふうに拝見して

いますけれども、実際にどういった被害が起こっているのかというようなことも把握する

必要があるのかなと思っております。 

 今回は事業者側にお聞きになったということだと思いますが、保護者側、あるいはユー

ザー側でありますとか、その他、実態把握ということでは把握すべき項目が多々あると思

います。これは今日の総務省の資料からも分かりますように、スマートフォンにおいては

デフォルトでやるべきだという意見も出てきているわけですが、今回、ゲーム機について

は、いろいろな機能は用意いただいていると。なので、保護者の判断で適宜使ってもらい

たいということにとどまっているわけです。これは現在の環境整備法の立てつけからする

と、義務の程度が違うので、現状が法律上問題あるとかそういう話ではないのですが、今

後を考えるに当たっては、ほかのスマートフォンなどではより話として進んでいる。年齢

確認にしても、デフォルトでの保護設定にしても進んでいる中で、ゲーム業界がこのまま
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でいいのかということも含めて実態把握をしていただくようにお願いしたいと思います。 

 ということですが、ほかにいかがでしょうか。 

 では、簡潔にお願いします。 

○岸原委員 総務省さんの資料の14枚目のところにデジタル庁さん、オブザーバーで御参

加されているということだったので、回答できるかどうか分からないのですが、今、属性

証明機能の中には、氏名、住所、生年月日とか結構センシティブな内容も含まれているの

で、実印レベルに相当する署名用電子証明書が必要だと。これは理解できるのですが、そ

のため、15歳未満に関しては、その確認が取れないというのが現状だと理解しました。た

だ、アップル、グーグルがやっているみたいに、生年月日とか具体的な数字までは必要な

くて、18歳未満とか16歳未満とか幅のある形での通知といったものを、マイナンバーを使

って提供できるのではないかと思います。これから日本でも青少年保護で年齢確認をしよ

うということで、当然、アップル、グーグルとか事業者のほうの仕組みを活用するという

のもあるのですが、せっかく日本の中でこういうデジタルの仕組みがあって、政府として

この部分に何も提供できないというのはどうかなと。 

 EUに関しては、EU当局がこの仕組みを提供して、事業者が使うというふうになっていま

すので、氏名、住所、生年月日まで必要なくて、年齢の幅、18歳以上であるかとかいうよ

うな形のものの提供をぜひ御検討いただけないかということでございます。 

 以上です。 

○曽我部座長 ありがとうございます。 

 これはデジ庁へ、時間の関係もありますので、事務局のほうから改めて今の御意見をお

伝えして、何らかのコメントなり御回答がいただけるようであればお願いをするという形

でよろしいですかね。そういう形でお願いできればと思います。 

 竹内先生、挙手されていますか。気づかずに失礼しました。 

○竹内委員 時間もありませんので、短くまとめたいと思います。 

 １点目は、今おっしゃっていただいたマイナンバーのことで、全く同感で、同じことを

言おうと思っていたのですけれども、オーストラリア等でやはり年齢認証が大変になって

きているので、マイナンバーを限定的に活用するというのは私も考えておりました。それ

が１点目です。 

 ２点目ですけれども、先ほど私の説明が悪かったので、ちょっとだけ補足しますと、同

じ総務省の９ページ「【参考】青少年のスマートフォン利用における技術的な保護策の現

状」に書いてあるとおり、もともとのインターネット環境整備法では、一番左のウェブフ

ィルタリングをしようということで全部当然マルになっています。その後のアプリフィル

タリングであるとか、その右側の部分が新しいことにそれぞれ対応している部分だと思い

ます。アップルのスクリーンタイムやグーグルのファミリーリンク、これは全部対応でき

ているという、すばらしいことだと思うのですけれども、私たちが国としてインターネッ



この資料に関する詳細は、こども家庭庁ホームページ「青少年インターネット環境の整備等に関
する検討会等」ページ（https://www.cfa.go.jp/councils/internet-kaigi/）からご覧いただけます。 
 

23 

 

ト環境整備法で求めている部分については、やはり三角とかバツが今多いですね。特に私

が先ほど言って、気になっていたのはこの部分で、Androidでは可能、iPhoneではスクリー

ンタイムの活用等の文言があるのですけれども、日本のこどもたちはやはりiPhoneが多い

ですので、ここをアップル、グーグルなりの協力を得て、全部マルにしていける方向で考

えていかないといけない。そういう意味で、課題がはっきり分かったのではないかなと思

いました。説明が不十分だったので補足しました。 

 以上です。ありがとうございます。 

○曽我部座長 ありがとうございます。 

 では、よろしいですかね。時間の関係もありますので、ただいまの議題については以上

とさせていただきます。 

 続きまして、議題３のヒアリングに移りたいと思います。まずは事務局のほうから御説

明をお願いいたします。 

○事務局 事務局でございます。 

 今回、仙台大学の齋藤先生より「課題と論点の整理」で論点として挙げられております

事業者の役割リバランスや実効性の部分につきまして、今後、議論を行うため、諸外国に

おけるプラットフォーム事業者規制の考え方についてお話をいただきたいと考えておりま

す。 

 それでは、齋藤先生、よろしくお願いいたします。 

○齋藤氏 よろしくお願いいたします。仙台大学の齋藤長行と申します。時間をちゃんと

計って20分でいきたいと思います。 

 このタイトル「諸外国における子どものデジタル環境政策」ということで、前段は、こ

どものデジタル環境政策をどういう理念で、どういう方向性でやっているのか、各国の事

例を見ながら御紹介していきたいと思っております。その中で、実際問題、こどもの保護

の政策をどのように講じているのか、今回はEUの事例を取り上げましたけれども、EUが加

盟国のレベルでどのように運用しているのかということのお話をしていきたいと思います。 

 前段、話しますけれども、どちらかといったらEUの考え方は、イギリスもそうなのです

けれども、先ほどあったペアレンタルコントロールとか、フィルタリングとかを適切に使

うための方策を、利用者が購入のときに自らフィルタリングを入れるとか、そういう仕組

みとはまた違って、有害情報やシステミック・リスクに対して、どう事業者に責任を取っ

てもらうのかという枠組みでやっているという立てつけが思想的にちょっと違うかなとい

うところは、調べていて感じております。 

 私のことを知らない方もいらっしゃると思うので、自己紹介でございます。10年ほど前

にOECDのポリシーアナリストを務めておりました。その後、帰国してから、2017年からイ

ンターネットのこどもの保護に関する専門家グループのメンバーをさせていただいて、今

も議論に携わらせていただいております。 
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 その間に、2021年に「デジタル環境の子どもに関するOECD勧告」の制定に専門家グルー

プのメンバーとして関与させていただきました。その際に、勧告をサービス・プロバイダ

ーが実運用してもらうためのガイドラインとして「サービス・プロバイダーに向けたガイ

ドライン」の策定にも関与させていただきました。このガイドラインですけれども、年齢

に応じたこどもの安全設計（Age-Appropriate Child Safety by Design）という理念が入

っています。まさしく今、EUのDSAであったりとか、英国のOSAであったりとか、このChild 

Safety by Designという理念が織り込まれているところです。要するに、設計段階からこ

どもの保護をどう考えるのか。サービスをつくってからこどもの保護を考えるのではなく

て、サービスを設計する段階で、利用者であるこどもの保護をどう考えるのかという理念

です。 

 あと、OECDのリスク類型（Revised Typology of Risks）の制定にも関わらせていただき

ました。こちらは後で説明させていただきます。 

 内閣府、こども家庭庁の英国、欧州の海外調査のお手伝いをさせていただいているとこ

ろです。 

 次のスライドをお願いします。 

 今日の発表の結論なのですけれども、先ほど少し話しましたが、事業者にどうリスク対

応してもらうかという枠組みの法制度になっているということです。なぜかというと、EU

でも教育を積極的に実施されております。ただ、教育だけだといかんともし難いこの問題

というところで、やはり事業者の方々の協力がなければ問題解決しないのではないかとい

う理念というか、法律の思想がそうなっているということです。 

 なぜかというと、従来型のコンテンツ・リスクだけではなくて、新興のリスクは、サー

ビス設計から生まれる個々の問題を増幅させているということが指摘されていて、その問

題に対応するためにも、もともとの事業者の協力がないといかんともし難い。そこで解決

しようとしているのが欧州のアプローチであるということです。 

 日本の環境整備法は、制定されたのが2008年、施行が2009年です。この時期、構造問題

というのは問題になっていませんでした。システミック・リスクは問題ではなかったので

す。そこの部分の政策的な空白地帯が今あって、そこを皆様方も議論されているのかなと

思います。 

 次のスライドをお願いします。 

 先ほど制定させていただいたTypology of Risksです。こちらはこれまでのこども家庭

庁の議論にもあったかと思いますけれども、コンテンツ・リスク、コンダクト・リスク、

コンタクト・リスク、消費者関連リスクと４つの分類、4Cがあって、そこに横断リスク、

クロスカッティング・リスクという5C目が入っている。この5C目が、いわゆる今日的な問

題ですね。例えば、不適切なコンテンツが投稿されたのが拡散していって、大きな問題を

及ぼしていく。アルゴリズムでどんどん感情的なコンテンツが拡散していくという問題が
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あって、この横断的リスクというところに対応しなければいけないという考え方です。 

 この5CのTypology of Risksですけれども、今、EUのDSA、デジタルサービス法の第28条

ガイドラインに付記されていまして、事業者が自社のリスク分類、リスク評価をするため

の分類表となって活用されております。 

 次のスライドをお願いします。 

 EU、英国、豪州に共通するこどもの保護の考え方です。先ほども申しましたけれども、

プラットフォーム事業者の方々から協力してもらわないといけないというところの立ち位

置です。従来型の有害コンテンツではなく、推薦の設計であったりとか、欺瞞的な設計が

あるわけですけれども、それを逆に、デフォルトでこどもを守る設定にされているとか、

年齢認証であったりとか、あと通報システム、苦情処理がしやすいとか、その業務が透明

性の担保されている業務であるということの評価を事業者自らしていただくという方針で

あります。事業者からリスク報告書を提出してもらって、評価していくという流れで、大

まかな政策の方針でございます。 

 次のスライドをお願いします。 

 先ほども申しましたけれども、なぜこのような対応をしているのかというところですが、

そもそもリスクの変化が起きている。従来の有害コンテンツだけではなく、推薦機能、通

知機能、ポップアップですね。あとはこどものプロファイリングされたデータを基にした

お勧めが出てくるというところです。このような構造的な問題でリスクが大きくなってし

まっているということで、システミック・リスクと呼んでいる。これは個々の家庭内での

ルール決めでは対処し切れない部分。なぜかというと、アルゴリズムの設計によって、ど

うしても感情的なものが拡散するようなアルゴリズムになっていると、そこに対してリテ

ラシーで冷静に考えることができるこどもたちでも、やはり状況に応じては適切な行動が

取れない可能性もある。例えば、私はFacebookを使っていて、皆様方もよく御存じだと思

いますけれども、2003年とか2004年の当時、そこまで熱中するようなコンテンツではなか

ったですよね。今は、スクロールすると、熱中しそうなコンテンツがどんどん流れて、動

画が流れて、本当に離脱しにくい状況。個社の名前を今挙げてしまって申し訳ないのです

けれども、当時のSNSと比べると、今のSNSは本当に離脱困難な状態になっているというと

ころです。 

 このようなエンゲージメント至上主義になって、こどもが離脱しにくくなっているサー

ビスのことを、EUではAddictive Designと呼んで、その問題を指摘しているということで

す。なので、こどもの保護に向けたプラットフォーム側のリスク評価がとても重要になっ

てくるということです。 

 次のスライドをお願いします。 

 先ほどもちょっと申し上げましたけれども、そのような構造問題を生み出す設計のサー

ビスはどういうものがあるのか、EU、英国、豪州ともに同じようなことを述べています。
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主だったところでは、推薦システムや自動再生です。動画が１個終わったら、またどんど

ん新しい動画が流れていって、やめづらくなっている。説得的なデザインであったり、ダ

ークパターンであったりとか、そのような問題が、先ほども申しましたラビットホール化

して離脱困難な状態になっていて、それが依存的な利用に結びついていることを指摘して

いるということです。 

 先ほどペアレンタルコントロール機能の議論の中で時間制限のお話がありました。ペア

レンタルコントロール機能で時間制限するという方策もありますけれども、そもそも離脱

できないような、長時間使ってしまうようなサービス設計に対して、どのように事業者の

協力を得られるのかという、そこの部分でのリスク評価を事業者さんにしてもらうという

ことです。もちろん、事業者も自由経済の下、経済活動していますので、それを踏まえつ

つも、リスクのところでは、こどもをどう守っていくのかというリスク評価をしてもらう

という仕組みです。 

 先ほど申しそびれました、無限スクロールも最たるものだと思うのですけれども、人間

の心理は、スクロールしていて、めくって、最後のページまでめくりたくなってしまうの

です。本も最後のページまでめくりたいと思うのですけれども、最後のページがSNSにはな

いという問題があります。そのようなところをうまくビジネスモデルに組み込んでいるの

ですけれども、こどもの保護という観点では、そこはちょっと考えていかなければいけな

いポイントです。 

 次のスライドへ行ってください。 

 EU、英国、豪州、米国、日本という形で各国の法律を並べていますけれども、大枠、EU

と英国はすごく似ています。使っている言葉とか仕組み、制度自体はちょっと違ったりし

ますけれども、目指すところは同じです。高水準の未成年者保護を重視しているというこ

とです。そして、こどものためにリスク評価と比例的な安全措置ということで、リスクの

深刻度によっての比例的な措置と、あと、事業者の規模によっての影響力としての比例的

な措置、この２つの比例的な措置を取っているということです。 

 よく知られていることですけれども、オンライン事業者、プラットフォーム事業者と大

規模な検索事業者に対しての措置に特にフォーカスを当てているということです。事業者

に求める措置としては、サービス設計の見直し、リスク評価、事業規模やリスクの深刻度

に応じた比例的な措置です。それで実際問題、どのような監督・執行のものがあるのかと

いうことですけれども、通常の青少年保護に関する監督・執行は、DSCという国のレベルで

のデジタル・サービス・コミッショナーが行っています。ただ、大規模プラットフォーム

事業者、大規模検索事業者は、大きなインパクトがありますので、EU本体が監督・執行を

行うような仕組みです。英国に関しては、Ofcomが講じております。 

 オーストラリアに関しては、オーストラリアも構造リスクに対しての言及はあるのです

けれども、そちらを重視しているというよりは、どちらかといったら、16歳未満のSNSアカ
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ウント保持ができないような合理的な措置を事業者に求めるというアプローチが強く出て

います。 

 日本で言いますと、現行法、環境整備法は今まだ改正されていませんので、リテラシー

の向上と有害情報対策としてのフィルタリングの利用という形を取っているということで

す。最後の罰則規定のところですけれども、罰則規定は日本にはないということです。 

 次のスライドへ行ってください。 

 ということで、これまでの特にEUと英国の事業者に対する考え方をまとめると、事業者

の規模に応じて自主的なリスク評価をしていただいて、監督機関が監督・執行して、何か

あったときには介入していくという図式になって、ちゃんとやらないときの対応が明確に

なっているということです。 

 次のスライドへ行ってください。 

 これは先ほどの5Cのリスクに対応して、環境整備法及び政策でどのような対応をされて

いるのかということを並べた表です。マル、バツ、三角を入れています。これはあくまで

私の主観的な評価です。なので、データに基づいた評価ではなく、私の主観で書いていま

す。 

 まずは環境整備法の条文ですけれども、こちらのほうは、コンテンツ・リスクには対応

していますけれども、コンダクト、コンタクト、消費者関連、横断リスクに関しては、明

確には条文上記載されていない。これはどう対応しているかと申しますと、皆様方の御努

力で基本計画であったりとか、各省庁様の御対応で、コンダクト、コンタクト、消費者関

連リスク、横断リスクの各リスクに対応している状況であります。なので、条文的には対

応されていないところです。 

 リテラシーに関しては、マルから三角という意味なのですけれども、これはどういう意

図かといいますと、リテラシーの向上という対策をこれまで10年以上、我が国はやってき

ました。ｅ－ネットキャラバンであったりとか、安心協であったりとか、そういう取組を

されて、あとは文部科学省系の学校で情報モラル教育をされていました。なので、教育を

提供するインフラは整っていると思うので、マルの評価なのですけれども、そこでリスク

を十分に対処し切れているのかということに対しては、ちょっと三角なのかなというとこ

ろの評価であります。 

 次のスライドに行っていただきます。 

 ということで、これまでのところ、今後の未成年者保護に向けた論点としましては、欧

州では、先ほども申しましたけれども、エンゲージメントを高める設計に対するリスクに

どう対処していくのかということが問われていて、日本は、これからそこの構造リスクに

も対処がされていくのであろうと思われます。なので、環境整備法で未対応の部分は、や

はり対応していく必要があるのではないかということです。 

 そこの中で、やはりこの構造リスク、出元のところですので、事業者の方々からの協力
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がなければいけません。なので、やはり環境整備法の枠の中で事業者の協力が得られるよ

うな仕組みにしていく必要があるということで、そこのコンテンツ・プロバイダー、プラ

ットフォームのリバランスとしての役割の参加ということが必要になってくるのかなと思

われます。 

 欧州の例から見ても、自主的取組を促進しつつ、要するにリスク評価は事業者がやって

いるわけですので、そこで監督・執行・制裁があるという共同規制の枠組みが欧州では執

行されているということで、日本もそこは参考にする必要があろうかと思われます。 

 次のスライドに行ってください。 

 では、実際に欧州ではどのように運用しているのかということです。 

 次のスライドに行ってください。 

 デジタル・サービス・コミッショナーというのは、国のレベルでの対策を講じている機

関です。こちらの機関は、各国の法律に基づいて設置されている規制機関なのですけれど

も、省庁の内部組織ではなく、民間の第三者機関でもないという立てつけです。日本では

これまでEMAとかI-ROIがありましたが、日本の場合は第三者機関ですけれども、民間の第

三者機関ではない、日本に例えると個人情報保護委員会のような権限がある形。要するに

DSCは制裁まで行いますので、権限があるということです。 

 今回、アイルランドのCoimisiún na Meánという団体にフォーカスを当てました。なぜ

かというと、アイルランドにビックテックの所在地というか、欧州の拠点がアイルランド

に集中しているので、アイルランドが多くを管轄しているのです。 

 次のスライドに行ってください。 

 EUとDSCとの関係、そこを取り持つEuropean Board for Digital Services（Board）と呼

ばれる機関とどのような関係をしているかといいますと、まず、利用者はDSCに苦情を申立

てするという仕組みであります。DSCに苦情を申立てして、国内の問題に対してはDSCが行

う。そして、VLOPやVLOSEに関しては欧州委員会が直轄でやるということです。規模が大き

い、影響力があるという、それもリスク評価している、比例的な措置を取っているという

ことです。Boardは、各国のDSCの調整役をしていて、DSCが共通の認識で各国のリスクに対

する運用ができるような形で関わっているということです。 

 次のスライドに行ってください。 

 EUにおけるDSAの執行主体と役割分担ですけれども、先ほども申しましたが、通常、小規

模な問題に対してはDSC、各国が行う。VLOPやVLOSEに該当するような企業の問題に対して

は、欧州委員会が直轄で監督・是正を行っているということです。あと、ここを言い忘れ

ました。VLOPやVLOSEで欧州委員会が直轄でやる、特にフォーカスしているところは、シス

テミック・リスク対応義務です。システミック・リスク対応義務がちゃんとしているかど

うかを評価するためにEUが行っている。 

 システミック・リスク以外の問題、例えば個別の違法・有害コンテンツの削除に関する
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ところなどは、その国のDSCが管轄しています。ただ、それも影響力があるということであ

れば、第66条に基づき、欧州委員会がそれを欧州委員会の問題として取り上げるという図

式を取っています。 

 次のスライドをお願いします。 

 Article 66、第66条に基づいたVLOPであるＸに対する制裁ということで、このＸの事例

は、Deceptive design of X's 'blue checkmark'ということで、これ自体はシステミック・

リスクという形の問題ではなくて、評価がブルーチェックボタンという、この人は本物で

すよというマークがつくのですけれども、その管理をちゃんとしていなかったということ

です。なので、本来だったらアイルランドのDSCがやる案件だったものが欧州委員会で行っ

たという事例で、最終的には120ミリオンポンドの課徴金が課せられたという事例です。 

 他の事例では、今はまだ課徴金は課せられておらず審査段階のものですけど、今年２月

にポルノサイトに対する予備的判断が欧州委員会で行われています。あと、Snapchatに対

しても正式な調査が入っています。TikTokに対しては、中毒的なデザインということで、

予備的違反判断が欧州委員会から公示されているところです。 

 最後から２番目のスライドです。 

 実際にCoimisiún na Meánは機能していて、2024年に322件の苦情処理を受けていて、18

件に対する公式情報提供要求を企業に出している。400件の基本義務の遵守を求めて話合

いが行われているというところです。２件、Article 66に基づいて、欧州委員会と協力行

動を取っているということです。単独でも、2025年にformal investigationsですので、公

式な調査としてTikTokとLinkedInとＸに対して調査が始まっているということです。 

 ということで、最後のスライドです。 

 まとめますと、欧州諸国では、リスク評価と安全設計にフォーカスが移っていると。そ

れはリスクを増幅させるサービス設計の問題を重視しているからということです。それを

各国の加盟国のDSCと欧州委員会が協力して、その問題解決に取り組んでいるということ

です。なので、今後、日本でもこのような構造リスクに対する取組ということの概念とい

うアプローチで、こどもたちのデジタル環境の整備というものも一つ考えなければいけな

いところではないかと思います。 

 以上でございます。 

○曽我部座長 大変詳細な御説明をどうもありがとうございました。 

 今朝ほども、Metaで年齢確認の問題で違反の疑いがあるという暫定的な報道も出ており

ますので、これもこの手続の範疇ということかなと思います。 

 ということで、ちょっと時間は限られてしまいますけれども、質疑をする前に、事務局

のほうから補足ということで、国際会議の場で議論があるということについて御説明をい

ただきます。よろしくお願いします。 

○事務局 事務局でございます。 
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 ネットは国境を越えてつながっているということで、こどもたちが得られる利点とか直

面するリスクは各国共通であるものも多いということで、共同して取り組んでいこうとい

う動きがございまして、こうした動きは我が国にとってもよい動きだと考えております。

これまで国際的なこどものオンライン上の安全確保に向けた動向の御紹介ができておりま

せんでしたので、一般論という形ではございますが、様々な国際会議の場でどのような観

点で議論されているか、概略を御報告させていただきたいと思います。 

 順不同になってしまいますけれども、例えば、先ほど出ていた年齢確認につきましては、

年齢によりリスクが異なるということで、やはり年齢確認が必要だということなのですけ

れども、自己申告のみでは有効な手段とはなり得なくて、信頼性が高く効果的で、かつプ

ライバシーを保護する手段がないかといった議論がされております。 

 また、こどもたちには安全・安心して、かつ年齢に適したコンテンツが提供される必要

があるという議論もございまして、そこではやはり、そうした提供されるシステムが設計

プロセスから検討されて、初期設定の段階から組み込まれる必要があるということも議論

されておりまして、具体的には、先ほど来出ていますネットの依存性を高める機能の無効

化でありますとか、スクリーンタイムの上限設定、コンタクト・リスクの対応、こういっ

たものも必要だということが言われております。 

 また、こどもの性的虐待画像とか、同意のない性的画像の生成・頒布、これは明確に禁

止されるべきで、生成AIの利用拡大に伴うリスクの増大にも対応していく必要があるだろ

うということも議論されております。 

 また、ペアレンタルコントロール機能の関係も提供されることが必要であって、過度な

スクリーンタイムの制限でありますとか、未知の利用者からの同意のない接触、こういっ

たものもペアレンタルコントロールで防げるようにする必要があるということ。あと、ペ

アレンタルコントロールについては、法的な枠組みと整合的である必要があるということ

も議論されております。 

 リテラシーについても、その必要性と同時に、やはりデジタルサービス提供者のほうで

スクリーンタイム、有害な情報に関する警告表示とか通知、こどもを支援する仕組み・機

能を促進していくべきではないかといった議論がございます。 

 また、今、齋藤先生からお話がありました、やはりデジタルサービス提供者においては、

リスクの管理・評価・軽減を行って、透明性と説明責任を果たしていく必要があるという

ことも言われております。また、安全性を設計段階から取り組んでいく必要がありますね

といったことも議論されておりまして、こうしたことを議論する際には、やはりこどもの

年齢に適合して安全性や自立性、こどもの発達に配慮した形で基本的な権利、児童の権利

を尊重した形で考えていきたいということも議論されております。 

 このほか、やはりデジタルサービスの提供者、政府、社会、研究者、こういった方々の

協力が極めて重要だということ。あと、児童の権利条約を遵守する。やはりこどもの意見
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を政策形成においては聴いて、着実にこどもの権利を図っていく必要がある。こういった

議論がなされておりまして、各国が国際協力を一層促進していくことが重要ということが

議論されております。 

 こういった考え方は、いずれもこれまでワーキングで検討していただいてきた内容と整

合的であると思っておりまして、同じ方向性を目指すものと考えておりますので、引き続

き、国際間の協力についても積極的に進めていきたいと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○曽我部座長 どうもありがとうございました。 

 そうしましたら、齋藤先生からの御発表を受けて質疑を行いたいと思いますが、私の進

行の不手際で非常に時間が押しておりまして、残り８分となっておりますので、大変恐縮

ですが、齋藤先生には後ほどの書面にての御質問にも御対応をお願いするという前提で、

ぜひこの場で聞いておきたい御質問がありましたらということで本日のところはお伺いし

たいと思いますが、いかがでしょうか。 

 では、岸原委員、お願いします。 

○岸原委員 網羅的に御紹介いただいて、どうもありがとうございました。 

 趣旨としては、まさしくそのとおりだと思います。ただ、若干、日本の法律でここが対

応していないというところなのですが、環境整備法ができる前に第三者機関のEMAの中で、

先生がまとめのところで言われているリスク評価と安全設計を、認定制度としてSNS事業

者に求めていたということを前提に環境整備法ができたために、そこは民間に任されたの

ではないかなと思っています。 

 ただ、EMA自体が続かなかったというのは、まさしく共同規制の設計があまりよくなかっ

たと。当初、民間だけでうまくいっていたので、法的なエンフォースメントを利かせない

まま制度を走らせたために、エンフォースメントが利かずに柔軟性とインセンティブだけ

で回してきたためインセンティブがなくなると、なかなか続かなかったというのは反省か

なと思います。まさしく共同規制の仕組みというのはとても重要で、法律でがんじがらめ

にやると、特にITサービスなどは先進的なものが非常に多いので、すぐに追いつかなかっ

たり、細部にわたって齟齬が出てくるというのがありますので、事業者さんの自主的な取

組は重要だと思うのですが、設計をやる上では、やはりエンフォースメントをどう利かせ

ていくかということが重要かと思っています。 

 そういった意味で、EUの共同規制型というのは、以前から話はいろいろ聞いているので

すが、そういう原則的なところ、要するに柔軟性のところと強制力を利かせるというとこ

ろのバランスは、EUの中でもある程度共通認識になっているのかなという原則的なところ

で御意見をいただければと思います。 

○齋藤氏 ここは一次資料のレビューだけではちょっと分からないところがありまして、

ただ、議論の流れでは、共同規制自体が欧州、イギリスもそうですし、ちゃんと機能する
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という形の視点で設定されているところです。なので、そこで制裁金というところが明確

に出ているのではないかと、ここは私の予測になります。 

 以上です。 

○曽我部座長 ありがとうございます。 

 そのほか、あとお一人、お願いします。 

○上沼委員 時間がないところをすみません。今の齋藤先生の御発表の中でChild Safety 

by Designという言葉が出てきたところなのですけれども、日本では、青少年インターネッ

ト環境整備法基本計画で青少年保護・バイ・デザインという言葉がずっと使われていて、

今ちょっと調べたら、青少年保護・バイ・デザインが出てきたのは第２次計画、平成24年

なのですね。そのときから認識されてたにもかかわらず、EUに実質的に先を越されてしま

ったというのが、本当に何だか悔しいなという感じです。一応見ていったら、最初の頃は

まだフィルタリングとかの絡みで出ているのですけれども、第５次の令和３年の計画によ

ると、関係当事者が青少年保護・バイ・デザインを念頭に置いてという形で出ていました。

それを考えると、今の岸原委員のおっしゃることではないけれども、そこに対するインセ

ンティブなりエンフォースメントなりがセットでないと、ただ、自主的取組が重要と言う

だけでは駄目なんだなということがよく分かったみたいなことを、感想じみたこととして

申し上げます。 

 以上です。 

○曽我部座長 ちょっと私も御質問させていただきたいのですけれども、エンフォースメ

ントの関係で、やはり情報が必要だと思うのです。このプラットフォームにはこういうと

ころに問題がある。年齢確認が不十分ではないかとか、そういうことを執行当局が工夫し

て調査に入るというようなプロセスだと思うのですけれども、EUでは、そういう情報、調

査の端緒みたいなものは、どういうふうにされているのか。つまり、一般のNPOや市民団体

のようなものがあって、常にそういうものをウオッチしていて通報したり、そういう動き

があったりするのでしょうか。あるいは、当局が独自で端緒をつかんだりしているのか、

その辺りについて、もし御存じのことがあれば教えていただきたいと思います。 

○齋藤氏 これも今現在の一次資料だけでは明確には分からないところであります。私が

一次資料を調べた中では、EU自体は5CのTypology of Risksに基づいて評価していて、その

評価も度合いがあるわけです。ここからが違法だ、要するに問題があると、ここまでは大

丈夫だというところは、まだ公開されていないところがあります。なので、担当当局があ

る種、基準で決めていることではないかという、これは予測ベースです。 

 あとは、イギリスに関してはOfcomがリスク評価アセスメントの基準をつくっています

ので、Ofcomのほうがまだ公開されているのではないかというところです。 

○曽我部座長 ひとまずは事業者が自ら出してくるリスク評価関係のドキュメントを精査

してというところが考えられるということですね。ありがとうございます。 
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 ということで、もしどうしてもというものがあれば、もうお一方ぐらいお聞きしたいと

思いますが、ひとまず今日のところはよろしゅうございますか。挙手されている方はいら

っしゃらないですね。 

 大変恐縮ですけれども、時間の関係もありますので、以上にさせていただきます。 

 次に、議題４、次回の検討事項についてということで、こちらは事務局から御説明をお

願いいたします。 

○事務局 事務局でございます。 

 次回の検討事項でございます。資料３の22ページを御覧ください。 

 事業者の役割リバランスの続きといたしまして、法第21条から第23条に規定されており

ます特定サーバー管理者に係る部分について、御議論いただきたいと考えております。 

 あわせまして、工程表の進捗状況ということで、消費者庁様などから御報告をいただく

予定でございます。 

 24ページに検討事項を記載しております。上から簡単に申し上げますけれども、現行の

特定サーバー管理者には、SNSを含めて様々な事業者が入り得ると考えられるところ、仮に

一部の特定サーバー管理者に対して一定の責務を課す場合には、どのような事業者を対象

として考えるべきか。 

 続きまして、その対象に含めるための基準は、どういったものが考えられるか。 

 ３つ目ですけれども、SNS事業者等のサービスは多様であるということを踏まえまして、

青少年を多様なリスクから保護するための措置の在り方として、どういったものが考えら

れるかというところで、こちらも先ほど来お話をいただいている、例えばリスク評価の実

施と、その評価に基づく何らかの必要かつ合理的な対応を求めるなどの対応は考えられる

か。また、こうした対応の実効性を担保するための措置としてどういったものが考えられ

るか。 

 続きまして、保護措置として年齢確認の実施を求めることについてどう考えるかという

こと。 

 最後は、仮にということでございますが、一部の特定サーバー管理者に対して一定の責

務を課す場合に、現行の21条から23条の努力義務の在り方はどうあるべきかということを

検討事項として、次回、第５回に御議論いただければと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○曽我部座長 どうもありがとうございます。 

 次回、こういったことを検討する予定ということであります。 

 ということで、ちょっと時間を超過してしまいまして恐縮ですけれども、本日の議論は

以上とさせていただきます。 

 御質問いただけなかった事項、それから追加の御発言がありましたら、特に齋藤先生へ

の御質問についても御議論の時間が足りなかったですので、ありましたら、本日より１週
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間以内を目途に書面というか、メールで事務局までお寄せいただければと思います。 

 では、最後に、事務局から事務連絡をお願いいたします。 

○事務局 事務連絡でございます。 

 次回、第５回につきましては、５月22日金曜日の14時から開催予定でございますので、

よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○曽我部座長 では、以上をもちまして、第４回「青少年インターネット環境整備法の在

り方等に関する検討ワーキンググループ」を終了いたします。 

 本日お話しいただきました先生方、どうもありがとうございました。 


